
岩手県森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策事業実施要領 

 

平成30年６月18日 制  定 林振第189号  

令和元年８月30日 一部改正 林振第251号  

令和元年12月17日 一部改正 林振第476号  

令和３年６月３日 一部改正 林振第133号  

令和４年２月25日 一部改正 林振第516号  

令和４年５月25日 一部改正 林振第116号  

 

第１ 趣旨 

   カーボンニュートラルを見据えた森林・林業・木材産業によるグリーン成長を実現するため、市

町村が行う岩手県森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策事業（以下「事業」という。）の実

施並びに森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策補助金等交付等要綱（平成30年３月30日付け

29林政経第893号林野庁長官通知。以下「国交付等要綱」という。）別表１に掲げる事業実施主体（

以下「事業実施主体」という。）のうち森林整備法人等及び選定経営体（以下「経営体等」という。

）が行う事業（ただし、国交付等要綱別表１に掲げる区分のうち「間伐材生産」、「資源高度利用型

施業」及び「路網整備・機能強化対策」に限る。）の実施については、国交付等要綱及び林業・木

材産業成長産業化促進対策交付金実施要領（平成30年３月30日付け29林政経第349号林野庁長官通

知。以下「国実施要領」という。）に定めるもののほか、この要領により実施するものとする。 

 

第２ 事業の内容 

１ 事業の内容は、国交付等要綱第３の３の(１)のとおりとする。 

２ 事業の目標、メニュー、事業内容等、事業実施主体は、国実施要領別表１のとおりとし、その交

付対象経費については、国実施要領別紙１のとおりとする。 

   なお、国交付等要綱別記１の第１に規定する災害等緊急に対応するための事業（以下「災害等緊

急対応事業」という。）については、林野庁長官及び知事が別に定めるところによるものとする。 

 

第３ 事業計画の作成等 

   第２の事業における事業計画の作成等については、別記のとおりとする。 

 

第４ 県の助成措置 

   県は、毎年度、予算の範囲内において、事業の実施に必要な経費の一部について、市町村又は経

営体等に対して補助金を交付する。なお、補助金により助成する個々の事業は、単年度に完了する

ことを原則とする。 

 

第５ 達成状況報告等 

市町村は、知事が別に定めるところにより、事業の実施状況及び事業計画に定めた指標の目標値

の達成状況を知事に報告するものとする。 

 

第６ 事業評価 

   市町村は、知事が別に定めるところにより、事業に係る事前評価及び事後評価を実施するものと

する。 

 

第７ 改善措置等 



 １ 市町村は、事業計画において個々に設定した指標の達成状況が低調である場合は、その原因を調

査・分析するとともに、必要な措置を講じ、その結果を知事に報告するものとする。なお、低調で

ある場合とは、国実施要領第８の１のとおりとする。 

 ２ 知事は、前項の報告に基づき、必要な措置を講ずるものとする。 

 

第８ 事業の適正な執行の確保等 

１ 市町村が行う事業については、事業の円滑な実施及び補助金の適正な執行を図るため、関係行政

機関等との連携の下、事業実施主体に対して総括的な指導監督を行うものとする。 

 ２ 知事は、市町村又は事業実施主体に対し、事業の実施及び補助金の執行に関する資料の提出を求

めることができるものとし、必要に応じて、助言及び指導、調査等を行うものとする。 

 

第９ 国からの交付決定前の着手 

事業の着手（装置等の発注を含む。）は、原則として国からの交付金の交付決定を受けた上で、

県からの補助金の交付決定を受けて行うものとし、やむを得ない事情により、国からの交付金の交

付決定前に着手する必要がある場合は、知事が別に定めるところにより、協議を行うものとする。 

 

第10 その他 

   事業の実施に必要な事項は、この要領に定めるもののほか、知事が別に定めるところによるもの

とする。 

 

 

   附 則 

 この要領は、平成30年６月18日から施行する。 

 

   附 則 

１ この要領は、令和元年８月30日から施行し、令和元年度に交付する補助金から適用する。 

２ 改正後の要領に規定する様式は、この要領の施行の日以後に適用し、同日前に提出した様式につい

ては、なお従前の例による。 

 

   附 則 

この要領は、令和元年12月17日から施行し、令和元年10月12日以後に事業実施主体が行う取組につ

いて適用する。 

 

   附 則 

１ この要領は、令和３年６月３日から施行し、令和３年度に交付する補助金から適用する。 

２ 改正後の要領に規定する様式は、この要領の施行の日以後に適用し、同日前に提出した様式につい

ては、なお従前の例による。 

 

  附 則 

１ この要領は、令和４年２月25日から施行し、令和３年度に交付する補助金から適用する。 

２ 改正後の要領に規定する様式は、この要領の施行の日以後に適用し、同日前に提出した様式につい

ては、なお従前の例による。 

 

 



  附 則 

１ この要領は、令和４年５月25日から施行し、令和 年度に交付する補助金から適用する。 

２ 改正後の要領に規定する様式は、この要領の施行の日以後に適用し、同日前に提出した様式につい

ては、なお従前の例による。



別記（事業計画の作成等） 

 

１ 事業計画の作成 

 (１) 国交付等要綱第３の２の(１)の①及び②の事業を実施しようとする市町村又は経営体等は、国

実施要領第２の３の(１)の事項に留意し、事業の達成状況を明らかにするため、目標を定量化する

指標（以下、「指標」という。）を定めた上で事業計画（様式第１号及び様式第１号－１）を作成す

るものとする。 

 (２) 国交付等要綱第３の２の(１)の③の事業を実施しようとする市町村は、国実施要領第２の３の

(１)及び(２)の事項に留意し、事業の達成状況を明らかにするため、指標を定めた上で事業計画（

様式第１号及び様式第１号－２）を作成するものとする。 

 (３) 災害等緊急対応事業を実施しようとする市町村又は経営体等は、林野庁長官が別に定める規定

を除き(１)の規定を準用するものとする。 

 (４) 事業計画の作成については、(１)から(３)までによるほか、知事が別に定めるところによるも

のとする。 

 

２ 事業計画の承認 

 (１) 市町村又は経営体等は、作成した事業計画を様式第２号により所管する広域振興局長（以下「

局長」という。）を経由し、知事に申請するものとする。なお、当該申請に当たっては、事前点検

シート（様式第３号）、補助金チェックリスト（様式第４号－１から様式第４号－４）、特認団体協

議書（様式第５号）を必要に応じて添付するものとする。 

 (２) 知事は、前号により申請のあった事業計画について、実施要件を満たしているか、指標が適切

に設定されているか、指標の達成に資する事業内容となっているか等を審査し、適切であると認め

る場合には、これを承認するものとする。 

 (３) 知事は、事業計画を承認したときは、局長を経由し、市町村又は経営体等にその旨通知するも

のとする。 

 

３ 事業計画の変更 

 (１) 市町村又は経営体等は、事業計画について、次に掲げる変更を行う場合は、様式第２号により

局長を経由し、知事に事業計画の変更を申請するものとする。 

   なお、その手続については、１及び２に準じて行うものとし、各事業において次に該当する場

合とする。 

  ア 国交付等要綱第３の２の(１)の①及び②の事業並びに災害等緊急対応事業 

   (ア) 国実施要領別表１に規定する目標（以下「目標」という。）ごとの国交付等要綱別記１第

２の１に規定する指標（指標の種類及び数値）の変更、追加又は廃止 

   (イ) 目標ごとの事業実施主体の新設 

   (ウ) 国実施要領別表１に掲げるメニューのうち「間伐材生産」、「資源高度利用型施業」及び

「路網整備・機能強化対策」については、これらの事業費のうち補助金額の総額の30％を超

える増減 

  イ 国交付等要綱第３の２の(１)の③の事業 

     事業費のうち補助金額の総額の30％を超える増減 

 


